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第４章    地域福祉を推進するための取組 

 

 

基本目標１ 地域福祉を推進するための意識の醸成 

（１）隣近所の住民とのコミュニケーションの促進 

【課題】 

近年、少子高齢化や世帯の小規模化などから、地域での交流の希薄化が懸念されて

います。 

そのような中、近所の人に積極的にあいさつをすることや声かけ等による、コミュ

ニケーションの重要性が高まってきています。 

アンケート調査結果では、普段近所の人との付き合いについて、「立ち話をする程度

の人がいる」が３割と最も高く、次いで「あいさつをする程度の人がいる」が約３割、

「何か困ったときに助け合う親しい人がいる」が１割半ばとなっています。 

近所で困ったときに助け合える関係にある割合は、平成 26（2014）年度調査と変

わらず、１割半ばにとどまっていることから、今後はさらに地域での交流を活発にし、

より深いものとしていく必要があります。 

 

普段近所の人との付き合いについて【市民アンケート】 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

回答者数 =

令和２(2020)
年度調査

870

平成26(2014)
年度調査

823

16.0

18.0

9.2

10.2

30.2

33.2

27.4

24.2

11.0

8.9

6.2

5.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

何か困ったときに助け合う親しい人がいる

互いに訪問し合う人がいる

立ち話をする程度の人がいる

あいさつをする程度の人がいる

ほとんど付き合いがない

無回答
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【今後の方向性】 

市が取り組むこと 

地域コミュニティの重要性について啓発し、身近な人とのコミュニケーションが活

発になるよう促進します。 

○「地域コミュニティ」をテーマにした講演会や講座を実施します。 

○地域でのコミュニティの重要性について、パンフレットなどの配布により啓発を

行います。 

○地域福祉計画を通して、地域のつながりの大切さについて、さらなる啓発、推進

をしていきます。 

○あいさつ運動を啓発、推進していきます。 

 

住民一人ひとりが心掛けること、又は取り組むこと 

「遠くの親戚より近くの他人」という言葉もあります。隣近所の住民とのコミュニ

ケーションを大切にしてみましょう。 

○大人も子どももあいさつする習慣を身に付けましょう。 

○家庭であいさつの大切さを子どもたちに教えましょう。 

○近所の人とあいさつを交わしたり、自分から声をかけたりして、近所付き合いを

始めましょう。 

○転入居者を好意的に受け入れましょう。 

○アパート住民に対し、あいさつや近所付き合いの大切さを伝えましょう。 

 

地域全体で取り組むこと 

地域の行事や会合などにおいて、だれもが気兼ねなく参加できるような雰囲気づく

りに努め、地域コミュニティを深めていきましょう。 

○地域のコミュニケーションづくりを目的に行事を実施してみましょう。 

○地域の行事への積極的な参加を呼びかけましょう。 

○会合などにおいて参加者の意見を尊重し、何でも話し合える雰囲気づくりに努め

ましょう。 

○近所同士でのコミュニケーションを増やしましょう。 
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（回答者数 ＝ 823）

参加している

71.0%

参加していない

26.4%

無回答

2.6%

【平成 26（2014）年度調査】 

 

（２）住民参加の促進 

【課題】 

地域での活動の促進に向けて、地域住民が積極的に参加できるように、地域の支え

合いの輪に子どもから高齢者までのすべての人が参加し、地域に関心を持つ人を増や

すことが重要です。 

アンケート調査結果では、地域活動の参加について、約７割の人が参加していると

回答しています。また、参加していない理由としては、「時間的な余裕がないから」が

３割と最も高く、次いで「関心がないから」「知らない人ばかりで参加しにくいから」

がともに 2 割となっています。さらに、18 歳～64 歳において「時間的な余裕がな

いから」と回答した割合は約 5 割、「関心がないから」と回答した割合はいずれの年

代においても、２割前後となっています。 

若い年代では時間のなさ、高齢者では関心のなさが不参加の理由となっていること

から、より参加しやすい仕組みなどのきっかけをつくり、地域活動への参加につなげ

ていくことが必要です。また、地域活動団体は活動内容についての情報提供を進め、

関心を高める必要があります。 

 

 

参加したことがある地域活動について【市民アンケート】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
（回答者数 ＝ 870）

参加している

73.2%

参加していない

26.2%

無回答

0.6%

【令和２年（2020）度調査】 
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地域活動に参加していない理由について【市民アンケート】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【年齢別】                                 単位：％ 

区分 

有
効
回
答
数
（
件
） 
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事
・ 

イ
ベ
ン
ト
が
な
い
か
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と
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く
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い
か
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情
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が
入
り 

に
く
い
か
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地
域
の
行
事
は
自
分
に
は 

関
係
な
い
か
ら 

時
間
的
な
余
裕
が
な
い 

か
ら 

知
ら
な
い
人
ば
か
り
で 

参
加
し
に
く
い
か
ら 

関
心
が
な
い
か
ら 

そ
の
他 

無
回
答 

18 歳～39 歳 50  16.0  8.0  36.0  4.0  48.0  30.0  18.0  12.0  － 

40 歳～64 歳 60  8.3  11.7  15.0  5.0  50.0  25.0  21.7  20.0  － 

65 歳～74 歳 68  14.7  16.2  19.1  2.9  23.5  19.1  25.0  19.1  － 

75 歳以上 48  4.2  4.2  10.4  2.1  8.3  10.4  20.8  43.8  10.4  

  

回答者数 = 228 ％

時間的な余裕がないから

関心がないから

知らない人ばかりで参加しにくいから

行事等の情報が入りにくいから

興味ある行事・イベントがないから

人との関係をあまり持ちたくないから

地域の行事は自分には関係ないから

その他

無回答

32.5

21.9

21.1

19.7

11.0

11.0

3.5

23.2

2.2

0 20 40 60 80 100
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【今後の方向性】 

市が取り組むこと 

住民の地域福祉への関心・理解を深め、地域活動に取り組みやすい環境を整備し、

地域活動へのさらなる参加を促します。 

○地域福祉への理解を目的とした講演会を実施します。 

○ワーク・ライフ・バランス（仕事と私生活の調和）を推進し、若い世代が地域活

動に参加しやすい環境づくりに取り組みます。 

○小規模・高齢化集落などでは、ボランティアを活用した地域活動の推進に取り組

みます。 

 

住民一人ひとりが心掛けること、又は取り組むこと 

地域では、地域を良くするための様々な活動が行われています。家族や隣近所の住

民と誘い合って、気軽な気持ちで地域活動に参加してみましょう。 

○地域の一員として、自分が貢献できることについて考えてみましょう。 

○地域活動に気軽な気持ちで参加してみましょう。 

○家族や隣近所の住民を地域活動に誘ってみましょう。 

 

地域全体で取り組むこと 

だれもが気兼ねなく地域活動に参加できるよう工夫し、雰囲気づくりに努めましょ

う。また、地域の団体、事業所などと協力してみましょう。 

○地域の行事への積極的な参加を呼びかけましょう。 

○地域のコミュニケーションづくりを目的に行事を実施してみましょう。 

○地域の団体、事業所などに協力をお願いし、一緒に活動しましょう。 

○住んでいる人が住んでいる地域で自治を担っていきましょう。 
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（３）地域での「助け合い」の促進 

【課題】 

社会状況の変化に伴い、生活の中での地域のつながりは大きく変化してきています。

世帯の核家族化の進行や高齢者世帯の増加、ライフスタイルの多様化等により、近所

同士での助け合いの文化がなくなりつつあるといわれています。地域の課題も複雑化・

多様化し、助けを必要とする人への支援につながらないというような、社会的孤立も

問題化してきています。 

アンケート調査結果では、あればいいと思う地域での手助けについて、「安否確認の

声かけ」が約５割と最も高く、次いで「災害時や避難時の手助け」が４割半ば、「高齢

者などの見守り」が約３割となっています。平成 26（2014）年度調査と比較する

と、「安否確認の声かけ」「災害時や避難時の手助け」が増加し、「話し相手」「買い物

の手伝い」が減少しています。 

声かけや、災害時や避難時の手助けを必要とする人が増加しており、災害時の支え

合いが求められていることがわかります。平時から、日常生活におけるあいさつから

始まる隣近所との交流をすすめ、困ったときの相談相手やいざという時に助け合える

地域づくりをすすめることが重要です。 

あればいいと思う地域での手助けについて【市民アンケート】 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和２（2020）年度調査 （回答者数 = 870）

平成26（2014）年度調査 （回答者数 = 823）

％

安否確認の声かけ

災害時や避難時の手助け

高齢者などの見守り

気になることがあったときの通報

福祉情報の提供や困りごとの相談相手

話し相手

買い物の手伝い

通院などの外出の手伝い

庭木の手入れや草取り

お弁当の配食や食事の手配

ゴミ出し

子どもの一時預かりや、送迎の手助け

掃除の手伝い

その他

特にない

無回答

47.7

46.0

29.3

28.0

27.7

25.5

25.3

25.3

24.8

20.5

16.6

12.8

11.8

1.0

8.9

2.5

37.2

37.8

－

－

27.7

31.7

31.3

27.3

26.6

－

20.4

13.4

－

2.4

12.6

4.1

0 20 40 60 80 100

※「お弁当の配食や食事の手配」

「掃除の手伝い」「高齢者など

の見守り」「気になることが

あったときの通報」は、令和２

（2020）年度調査で追加された

ものです。 
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【今後の方向性】 

市が取り組むこと 

地域での助け合い・支え合いの重要性の啓発、交流のきっかけづくりに取り組むと

ともに、地域での相談体制を充実させ、地域の福祉ニーズの把握に努めます。 

○本市全体の課題について、常に状況把握に努めます。 

○身近な場所での相談体制の充実を図ります。 

○「助け合い」の重要性について、講演会や講座を実施します。 

○地域での助け合いや見守りなどについて、交流のきっかけになる仕組みづくりを

検討します。 

 

住民一人ひとりが心掛けること、又は取り組むこと 

今は元気でも、将来は助けられる立場になるかもしれません。地域は「助け合い」

により成立していることを理解し、助け合う関係を築いていきましょう。 

○自分が「助け合い」や支え合いとしてできることを考えましょう。 

○地域での交流活動に積極的に参加しましょう。 

○日ごろから隣近所の人の状況を把握しておくよう努めましょう。 

○いざというときのため、自分のことも地域の人には話しておきましょう。 

○困ったことがあれば、一人で悩まずに隣近所の住民や地域の団体を頼ってみま

しょう。 

○困っている人がいれば、積極的に助けてあげましょう。また、状況によっては地

域の団体や行政機関に伝えましょう。 

○高齢者がごみ出しされているのを見かけたら手伝いましょう。 

 

地域全体で取り組むこと 

地域の人の状態について把握し、地域住民の「助け合い」を支援しましょう。 

○「助け合い」を促進する交流のきっかけとなる行事を実施してみましょう。 

○「助け合いマップ」を作成するなど、地域の状況把握に努めましょう。 

○民生委員・児童委員、福祉員など相談できる人の周知に取り組みましょう。 

○地域で取り組むことが適切な課題は、地域全体で課題を共有し、協力して取り組

みましょう。 
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（４）地域の見守りの促進 

【課題】 

我が国において少子高齢化が進行する中、平成27（2015）年国勢調査によると、本市

の高齢化率は33.2%となっており、山口県の31.1％、国の26.6％と比較しても高く推

移しており、高齢者世帯や単身の高齢者の増加による「孤立化」が問題となっています。 

アンケート調査結果では、困っている人がいたときにできる手助けについて、「安否確認

の声かけ」が約６割であり、平成26（2014）年度の４割半ばと比べて１割以上増加して

います。また、あればいいと思う地域での手助けについても、「安否確認の声かけ」が約５

割であり、平成26（2014）年度の３割半ばと比較して、１割以上増加しています。 

支援が必要な人が孤立せず、福祉課題を早期に把握し、支援につなげる観点から、

地域での見守りは重要であり、さまざまな見守り活動を行っている団体と連携した見

守りネットワークを構築することが重要です。 

困っている人がいたときにできる手助けについて【市民アンケート】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

安否確認の声かけ

話し相手

気になることがあったときの通
報

災害時や避難時の手助け

ゴミ出し

高齢者などの見守り

買い物の手伝い

掃除の手伝い

庭木の手入れや草取り

通院などの外出の手伝い

子どもの一時預かりや、送迎の
手助け

福祉情報の提供や困りごとの
相談相手

お弁当の配食や食事の手配

その他

できることはない

無回答

59.5

40.0

34.4

26.7

24.9

20.7

17.9

12.2

10.5

8.7

8.5

8.5

5.5

1.6

10.7

2.1

47.1

42.2

－

27.7

27.5

－

28.3

－

13.6

13.0

10.1

11.4

－

1.7

15.6

5.2

0 20 40 60 80 100

令和２（2020）年度調査 （回答者数 = 870）

平成26（2014）年度調査 （回答者数 = 823）

※「お弁当の配食や食事の手配」

「掃除の手伝い」「高齢者など

の見守り」「気になることが

あったときの通報」は、令和２

（2020）年度調査で追加された

ものです。 
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あればいいと思う地域での手助けについて【市民アンケート】(複数回答可) 

 

 

 

 

 

 

  

％

安否確認の声かけ

47.7

37.2

0 10 20 30 40 50

令和２（2020）年度調査 （回答者数 = 870）

平成26（2014）年度調査 （回答者数 = 823）
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【今後の方向性】 

市が取り組むこと 

地域の見守り活動を啓発するとともに、見守り体制を整備することで、地域での見

守り活動を推進します。 

○地域の見守りに関する講演会や講座を実施し、地域住民による見守り活動を啓発、

推進していきます。 

○緊急通報システム装置の設置の推進に取り組みます。 

○高齢者への訪問活動事業を促進します。 

 

住民一人ひとりが心掛けること、又は取り組むこと 

日ごろから、住民一人ひとりが防犯や高齢者の安否確認などに対して、高い意識を

持つことが必要です。見守り活動の効果を高めるためにも協力していきましょう。 

○日ごろから隣近所の状況に異変がないか意識し、もし異変があれば相談機関につ

なげましょう。 

○安否確認や声かけをしてみましょう。 

○地域の見守り活動に参加してみましょう。また、見守りの対象となる住民は、地

域の見守り活動に協力しましょう。 

○地域の見守り活動に、誘い合って参加しましょう。 

○子どもたちの通学時の見守りなどに参加し、声かけをしましょう。 

○地域の中におられる要援護者に対して、見守りや声かけを行いましょう。 

○隣近所の人と協力して、災害時を含め、支援を必要とする人の日頃からの見守り

活動に参加しましょう。 

○一人暮らし高齢者などを対象に本市が進めている緊急通報システム装置を設置し

てみましょう。 

 

地域全体で取り組むこと 

地域住民が安心して暮らせるための見守り活動を充実させ、地域住民一人ひとりの

見守りに対する啓発に取り組みましょう。 

○地域で見守りが必要な世帯を共有しておきましょう。 

○見守りが必要な世帯を定期的に訪問し、子どもたちや一人暮らしの高齢者、障害

のある人のいる世帯等に声をかけましょう。 

○地域で行われている見守り活動を周知しましょう。 

○地域住民に見守りへの積極的な参加を呼びかけましょう。 

○地域の防犯教室を開催してみましょう。  
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（５）寄附文化の醸成 

【課題】 

地域福祉活動は、多くの担い手によって支えられています。特に、社会福祉法人や

NPOの活動は地域において重要な役割を果たしています。機会がない等の理由から、

ボランティアや NPO に参加していない人も、その活動を「寄附」という形で支援す

ることが間接的に福祉活動の促進につながるということを認識することが重要です。 

アンケート調査結果では、岩国市社会福祉協議会の事業運営に必要な財源確保の取

組の認知度について、「赤い羽根共同募金」が８割半ばと最も高く、次いで「社協会員

制度（社協会費）」、「善意銀行（寄付受付）」が２割半ばとなっています。 

また、市の健康福祉施策として、重要な取組だと思うものについて、「地域活動・ボ

ランティア活動を資金面で支援する」が１割となっています。 

寄附による支援も、地域福祉活動の一環であることを周知し、募金活動を支援する

ことが必要です。 

岩国市社会福祉協議会の事業運営に必要な財源確保の取組の 

認知度について【市民アンケート】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市の健康福祉施策として、重要な取組だと思うものについて 

【市民アンケート】（複数回答可） 
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地域活動・ボランティア活動を資金面で
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社協会員制度（社協会費）を
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善意銀行（寄付受付）を知って

いる

どれも知らない

無回答
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【今後の方向性】 

市が取り組むこと 

寄附や募金活動についての理解を深め、地域福祉活動の推進には欠かせないもので

あることを啓発し、地域の募金活動の支援に取り組みます。 

○寄附についての理解を深めるための啓発を行います。 

○共同募金などの募金活動について、協力を行います。 

 

住民一人ひとりが心掛けること、又は取り組むこと 

寄附行為は社会参加の一つで、社会貢献につながります。寄附について理解を深め

てみましょう。 

○寄附を通じた社会貢献について理解を深めましょう。 

○寄付・募金により、どのような活動が行われているか理解を深めましょう。 

○共同募金などの募金に協力しましょう。 

 

地域全体で取り組むこと 

募金を通じた社会福祉への貢献について、地域への周知を図りましょう。 

○寄附や募金について、理解を深める機会を設けましょう。 

○共同募金などの募金について、地域全体で協力しましょう。 

○寄附の必要性について、地域全体で考えてみましょう。 
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（６）福祉教育の推進 

【課題】 

生活形態が大きく変わり、地域で暮らす人が持つ価値観や考え方も多様化する中、

お互いが存在を認め合い、尊重することが求められています。子どもの頃から地域福

祉への理解を深め、重要性を学ぶことが、心豊かな人間性を育むことにつながります。

また、大人においても、生涯学習を通じて地域での助け合いや支え合いについて関心

を高めることが大切です。 

アンケート調査結果では、市の健康福祉施策として、重要な取組だと思うものにつ

いて、「保健や福祉に関する関心が高められるような講座、行事を行う」が１割となっ

ています。 

今後はさらに、学校での福祉教育に取り組むとともに、地域においても福祉に関す

る市民活動講座や情報提供を行い、福祉への理解促進に努めることが必要です。 

 

市の健康福祉施策として、重要な取組だと思うものについて 

【市民アンケート】（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

保健や福祉に関する関心が高められる
ような講座、行事を行う
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【今後の方向性】 

市が取り組むこと 

地域住民の福祉に対する意識を向上させるため、関係機関と連携を図りつつ、学校

での福祉教育を推進し、地域においても生涯学習を通じて福祉への理解を深めるため

の取組を行います。 

○学校教育などを通じた福祉教育の推進を図ります。 

○福祉に関する市民活動講座や福祉イベントの開催やイカルスの活用を促進します。 

○地域福祉について関係機関と連携を図り、住民に浸透させることに努めます。 

 

住民一人ひとりが心掛けること、又は取り組むこと 

福祉体験や福祉に関する市民活動講座、生涯学習市民講座イカルスを利用した研修

会などに参加することや、福祉情報の把握に努め、福祉についての関心を高めてみま

しょう。 

○家庭で小さい時から交通ルールを子どもに教えましょう。 

○家庭で子どもへの福祉教育やボランティア教育をしましょう。 

○地域に貢献できることについて考えてみましょう。 

○地域や学校で行う研修会等に参加しましょう。 

○福祉体験や福祉に関する市民活動講座、イカルス講座などに積極的に参加してみ

ましょう。 

○広報紙や新聞にある福祉情報に目を通してみましょう。 

 

地域全体で取り組むこと 

地域で子どもを対象にした福祉体験の機会を提供し、子どもやその家族などに対す

る福祉への理解促進に努めてみましょう。また、地域で福祉に関するイカルスなどを

利用して、福祉に対する関心を高めてみましょう。 

○福祉への関心を高めるため、福祉関係団体やボランティア関係団体と協力し、様々

な体験を提供しましょう。 

○子どもを対象にした福祉体験を実施してみましょう。 

○福祉に関するイカルスを利用してみましょう。 

○地域で「認知症サポーター養成講座」等の講座を行いながら、福祉に対する意識

の向上に努めましょう。 
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基本目標２ 地域福祉を推進するための地域資源の活性化 

（１）地域福祉の担い手の育成 

【課題】 

地域の人が抱える悩みは様々であり、支え合い・助け合いにより解決していくため

には、地域福祉活動を中心となって推進する担い手が不可欠です。地域の担い手を増

やし、地域福祉活動を持続的なものにしていくには、活動の支援に取り組むことが必

要です。 

アンケート調査結果では、市の健康福祉施策として、重要な取組だと思うものにつ

いて、「地域での活動の中心となる人材を育てる」が２割となっています。 

今後はさらに、福祉の担い手や福祉専門職の確保・育成に取り組む必要があります。 

 

市の健康福祉施策として、重要な取組だと思うものについて 

【市民アンケート】（複数回答可） 
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【今後の方向性】 

市が取り組むこと 

地域福祉活動に主体となって取り組む人材の育成支援や、福祉に携わる人の確保・

育成を推進するとともに、地域活動の支援に取り組みます。 

○地域福祉に関わる人材育成の支援に取り組みます。 

○福祉専門職の確保・育成に取り組みます。 

○民生委員・児童委員、ボランティア団体などを中心とした地域の活動を支援しま

す。 

 

住民一人ひとりが心掛けること、又は取り組むこと 

地域福祉の必要性について理解を深めるよう努めましょう。また、担い手の負担を

軽くしてあげることが必要です。住民一人ひとりが積極的に支えていきましょう。 

○地域の一員として、自分が貢献できることについて考えてみましょう。 

○地域活動に興味を持ち、情報収集しましょう。 

○地域福祉をテーマとした講演会に参加してみましょう。 

○一人ひとりが持っている知識や技術を地域活動に生かしてみましょう。 

○地域活動に参加し、担い手の意見を尊重しましょう。 

○一人ひとりが担い手の負担を軽くできるよう手伝いましょう。 

 

地域全体で取り組むこと 

地域の担い手となり得る人は地域にたくさんいます。そのような人を地域全体で支

えながら、地域福祉の人材として取り込んでいきましょう。 

○地域活動の内容について、情報提供しましょう。 

○経験豊富で活力がある人を地域の担い手として活用してみましょう。 

○地域の行事などの際は、地域の担い手となり得る人の意見を尊重しながら取り込

んでいきましょう。 

○地域の担い手の発掘に努めましょう。 

○各団体の連携を図るリーダーを養成しましょう。 
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（２）高齢者の社会参加の促進 

【課題】 

地域福祉を推進する上で、「地域のために力になりたい」と考える高齢者も数多くい

ます。高齢者の社会参加は生きがいづくりや、地域の活性化につながります。そのた

め、積極的な地域福祉活動への参加を図り、地域福祉を推進していくことが必要です。 

アンケート調査結果では、地域の活動（地区社会福祉協議会、自治会、サロン、趣

味、ボランティア活動など）の認知度について、65 歳～74 歳で 8割、75 歳以上で

７割半ばとなっています。 

また、参加したことがある地域活動について、「清掃などの環境美化活動」が 65 歳

～74 歳で約５割、75歳以上でも５割となっています。 

今後も興味のあるテーマや活動から多くの高齢者の社会参加を促進し、さらに活動

の幅を広げていくことが必要です。 

 

地域の活動の認知度について【市民アンケート】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【年齢別】 

 

 

 

 

 

 

参加したことがある地域活動について【市民アンケート】（複数回答可） 
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【年齢別「清掃などの環境美化活動」に参加した人】 

 

 

 

 

 

※括弧内は回答者数 
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【今後の方向性】 

市が取り組むこと 

高齢者が生涯を通じて生きがいを持ち、活躍し続けられるよう、高齢者の社会参加

を促進します。 

○高齢者の地域貢献を通じた生きがいづくりに取り組みます。 

 

住民一人ひとりが心掛けること、又は取り組むこと 

いつまでも活力のある状態を保つため、健康づくりや生きがい活動に参加してみま

しょう。また、隣近所の人と誘い合ってみましょう。 

○健康づくりや生きがい活動に参加し、趣味や生きがいを見つけましょう。 

○自分がこれまで培った経験を活かし、できることを考えましょう。 

○隣近所の高齢者や定年退職者を地域活動に誘ってみましょう。 

 

地域全体で取り組むこと 

地域で生活している高齢者や定年退職者に声をかけ、地域活動に取り込んでいきま

しょう。 

○高齢者や定年退職者に声かけをしてみましょう。 

○高齢者が活躍しやすい活動を実施しましょう。 

○地域の担い手につながる人材として意見を尊重し、地域福祉に取り込んでみま

しょう。 
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（３）ボランティアへの参加の促進 

【課題】 

地域のために貢献したいという思いを活動につなげるため、ボランティアの活動内

容についての情報提供や参加しやすい環境づくりが必要です。 

近年、頻発する異常気象による災害の発生から、ボランティアの必要性が高まって

います。特に、豪雨災害についてはここ数年で多く発生していることから、ボランティ

アの重要性が広く認知されつつあります。 

アンケート調査結果では、ボランティア活動への参加意向について、「現在参加して

いる」が約１割となっています。また、「今後積極的に参加したい」「誘われたら参加

したい」「興味はあるが時間がない」が合わせて６割となっていることから、ボランティ

ア活動につながるよう、個々のニーズや活動したいテーマに沿った情報提供や、参加

しやすい仕組みなどのきっかけづくりを行い、参加促進につなげることが必要です。 

 

ボランティア活動への参加意向について【市民アンケート】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現在参加している 今後積極的に参加したい
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回答者数 =
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【今後の方向性】 

市が取り組むこと 

ボランティアに対する意識を高めるため、積極的な情報提供やボランティアの担い

手づくりに取り組むとともに、ボランティアに参加しやすい環境づくりを進め、ボラ

ンティアの参加を促進します。 

○社会福祉協議会と連携し、ボランティアに関する情報提供の場を設けます。また、

ボランティアに対する意識を高めるため、ボランティア講座等を開催します。 

○災害時には、ボランティアの需要についての情報提供を行います。 

○ボランティア休暇の促進に努めます。 

 

住民一人ひとりが心掛けること、又は取り組むこと 

ボランティアに対する理解を深め、自分ができる範囲でボランティアに参加してみ

ましょう。 

○地域で行われているボランティア活動について、情報収集しましょう。 

○家庭での子どものボランティア教育に努めましょう。 

○市民活動講座などに参加し、ボランティアに対する理解を深め、ボランティアの

大切さを認識しましょう。 

○ボランティア活動に参加しようという意識を持ちましょう。 

○無理のない程度で自分ができるボランティア活動に参加してみましょう。 

○岩国市社会福祉協議会のボランティアセンターに登録してみましょう。 

 

地域全体で取り組むこと 

地域住民だけで取り組むことが難しい場合などにおいて、ボランティアを活用して

いくことが一つの有効な解決策になります。様々な方法により募集を呼びかけてみま

しょう。 

○必要な分野のボランティアの情報を提供しましょう。 

○地域活動団体やボランティア団体は、活動内容の情報発信をしましょう。 

○様々な方法によりボランティアの募集を呼びかけてみましょう。 

○地域活動やボランティアに参加しやすい環境を作っていきましょう。 

○地域の中でボランティア活動をする人を支援、育成しましょう。 

○NPO やボランティア団体の育成に努めましょう。 
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％

清掃などの環境美化活動

盆踊りや文化活動など

敬老会などの敬老行事

子ども会などの青少年育成活動

各種スポーツ大会、スポーツクラブの活
動

趣味などのサークルやクラブ活動

地域活動団体への参加（老人クラブ、婦
人会、消防団など）

ふれあい・いきいきサロンなど健康づくり
活動

街頭指導などの交通安全活動（防犯パト
ロールや子ども見守りを含む）

消火訓練などの防災活動や自主防災組
織への参加

高齢者や障害者などへの声かけ

健康づくり活動

花壇の管理や花いっぱい運動など

子育てなどのサークルやクラブ活動

高齢者や障害者などへの手助け

その他

参加していない

無回答
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（４）地域の交流の促進 

【課題】 

地域福祉を推進するためには、地域で暮らす一人ひとりが交流を深めることが重要

です。そのため、だれもが気軽に参加できるような、世代や地域を超えた交流の推進

が必要です。 

アンケート調査結果では、参加したことがある地域活動は、「清掃などの環境美化活

動」が５割と最も高く、「盆踊りや文化活動など」「敬老会などの敬老行事」「子ども会

などの青少年育成活動」と続いています。 

世代を横断的に活動する既存の地域活動の活性化を図ること、個々の活動同士の連

携を行うこと、また新しい多世代が交流する活動等を実施することで、世代間交流を

さらにすすめていくことが必要です。 

 

参加したことがある地域活動について【市民アンケート】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和２（2020）年度調査 （回答者数 = 870）

平成26（2014）年度調査 （回答者数 = 823）
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【今後の方向性】 

市が取り組むこと 

地域活動団体が取り組む交流活動を支援するとともに、交流の場として地域の既存

資源を活用し、地域をまたいだ交流活動について啓発することで、地域の交流を促進

します。 

○地域における交流事業への支援に努めます。 

○既存の公共施設等を交流の場として有効活用を検討します。 

○地域間交流の促進について啓発を行います。 
 

住民一人ひとりが心掛けること、又は取り組むこと 

地域にはサロンなど地域住民の交流を図る企画や、地域間での交流が行われていま

す。参加する人は新たな仲間ができることを楽しみにしています。地域住民一人ひと

りが誘い合って参加してみましょう。 

○地域の交流活動への関心を高めましょう。 

○地域の身近な人との交流を大切にしましょう。 

○地域の交流活動に気軽な気持ちで参加してみましょう。 

○地域の交流活動に隣近所の人を誘ってみましょう。 

○地域の交流活動については、子どもが小さい時から家庭で教えましょう。 

○地域間交流に積極的に参加し、地域間の交流を深めてみましょう。 
 

地域全体で取り組むこと 

地域の交流行事や地域間交流の場は、地域福祉の活性化を促し、地域住民が顔を合わせ

ることができる場として重要な役割を担っています。多くの人に参加してもらうために

積極的な広報活動を行ってみましょう。 

○回覧板などを活用して地域に積極的に広報しましょう。 

○子どもと高齢者を対象とした世代間交流など、様々な交流の場を企画してみま

しょう。 

○地域住民が顔を合わせることができる機会を増やしてみましょう。 

○祭りなど地域の行事の活性化と継承に努めましょう。 

○運動会や祭りなどの行事を子ども会や老人会などの団体がみんなで一緒に開催し

て交流を図っていきましょう。 

○美化運動や地域清掃などの地域活動の改善を図り、若者をはじめ、町内行事や校

区行事に多くの人が参加するように努めましょう。 

○福祉関係団体の交流会を通じて、情報交換と理解を深めましょう。 

○地域住民により身近な場所での交流活動を実施しましょう。 

○既存の公共施設等を活用した、地域間の交流の場を企画しましょう。 

○地域同士の相互扶助により、地域福祉に取り組んでみましょう。  
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（５）学校と地域との連携促進 

【課題】 

地域と学校が連携し、地域づくりに取り組むことは、子どものうちから地域の人と

の交流を深めるとともに、子どもたちのこころ豊かな成長につながります。 

アンケート調査結果では、地域の活動や行事の活性化のために大切なことについて、

「小学校や中学校など、学校教育と住民の交流やつながりを深める」の割合が１割半

ばとなっています。 

今後も、学校と地域との連携に取り組み、子どものうちから地域での支え合いのこ

ころを育むことが重要です。 

 

地域の活動や行事の活性化のために大切なことについて 

【市民アンケート】（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

小学校や中学校など、学校教育と住民
の交流やつながりを深める

13.8

14.6

0 10 20 30 40 50 60

令和２（2020）年度調査 （回答者数 = 870）

平成26（2014）年度調査 （回答者数 = 823）
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【今後の方向性】 

市が取り組むこと 

学校教育の一環として、地域住民も参加した地域福祉活動に取り組むとともに、地

域と協力した子どもの見守り活動を推進し、学校と地域の連携を深めます。 

○学校教育を通じた地域福祉の推進を図ります。 

○子どもを犯罪などの被害から守るための活動を促進します。 

○地域教育ネット、コミュニティ・スクールなどを活用して学校と地域の連携を促

進します。 

 

住民一人ひとりが心掛けること、又は取り組むこと 

学校行事などに積極的に参加することは、子どもの成長を見届けるだけでなく、地

域住民にとっても大きな活力になります。 

○学校行事に参加してみましょう。 

○子どもが頑張っている姿を見てあげましょう。 

○子どもの見守り活動等に参加しましょう。 

 

地域全体で取り組むこと 

学校と地域の連携が進むことは、より貴重な経験を積む機会が増えることで子ども

の成長につながります。それぞれの行事において積極的に連携を図りましょう。 

○子どもを対象にした体験学習を開催し、直接体験できる機会を増やしてあげま

しょう。 

○子どもと高齢者を対象とした交流企画など、様々な交流の場を企画してみましょ

う。 

○子どもの見守り活動等と通じて、交流の機会を図りましょう。 
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（６）遊休施設や社会福祉施設などを活用した拠点の整備 

【課題】 

地域福祉活動を推進するには、活動の拠点なる場所を整備することが必要です。生

活に身近な場所に活動拠点があることは、移動に困難が伴いやすい高齢者の参加促進

にもつながります。そこで、既存の資源を有効活用するため、遊休施設や社会福祉施

設、公民館等を積極的に開放し、活動の拠点として活用しやすくすることが重要です。 

アンケート調査結果では、市の健康福祉施策として、重要な取組だと思うものにつ

いて、「地域活動・ボランティア活動の拠点を整備する」が 1 割となっており、より地

域の資源を拠点として有効活用できるような取組が必要です。 

 

市の健康福祉施策として、重要な取組だと思うものについて 

【市民アンケート】（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

地域活動・ボランティア活動の拠点を整
備する

12.4

13.9

0 10 20 30 40 50

令和２（2020）年度調査 （回答者数 = 870）

平成26（2014）年度調査 （回答者数 = 823）
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【今後の方向性】 

市が取り組むこと 

地域の既存資源を有効活用し、地域福祉活動の拠点としての利用促進を図るため、

活動拠点をより利用しやすいものとなるよう、環境の整備に努めます。 

○福祉会館について、利用しやすいよう環境を整備します。 

○既存の公共施設の有効活用を検討します。 

○地域における活動拠点の充実のため、公共施設のバリアフリー化を推進します。 

 

住民一人ひとりが心掛けること、又は取り組むこと 

地域活動を進めるうえで、遊休施設や社会福祉施設など、地域で活動できる場所を

探してみましょう。 

○遊休施設や社会福祉施設など、地域で活動できる場所について探し、その整備に

協力しましょう。 

○小規模人数の集まりであれば、自宅を利用することについても検討してみましょ

う。 

 

地域全体で取り組むこと 

地域にある社会福祉施設など、地域福祉の活動場所としての利用について話し合っ

てみましょう。また、事業者についても、できる限り地域に開放し、地域との連携を

深めていくよう努めてみましょう。 

○既存の資源を活用した、地域住民により身近な場所での交流活動を実施しましょ

う。 

○社会福祉施設を活動場所として利用できるよう、事業者と話し合ってみましょう。 

○地域のイベントなどの際は、事業者はなるべく施設を開放するよう努めましょう。 
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（７）地域の子どもを地域全体で育てる環境づくり 

【課題】 

社会情勢の変化に伴い、核家族化や共働き世帯の増加など、家庭をめぐる状況は変

化しています。また、家庭と地域の関係の希薄化により、地域で子どもを育てる、と

いった文化も失われつつあります。 

アンケート調査結果では、あればいいと思う地域での手助けについて、「子どもの一

時預かりや、送迎の手助け」が１割半ば、参加したことがある地域活動について、「街

頭指導などの交通安全活動（防犯パトロールや子ども見守りを含む）」が１割となって

います。 

今後も、地域における子どもの健やかな成長のため、社会に触れる機会を増やし、

地域全体で育てていく環境づくりが必要です。 

 

あればいいと思う地域での手助けについて【市民アンケート】（複数回答可） 

  

 

 

 

 

 

 

 

参加したことがある地域活動について【市民アンケート】（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

街頭指導などの交通安全活動（防犯パト
ロールや子ども見守りを含む）

10.3

9.8
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％

子どもの一時預かりや送迎の手助け

12.8

13.4

0 10 20 30 40 50

令和２（2020）年度調査 （回答者数 = 870）

平成26（2014）年度調査 （回答者数 = 823）

令和２（2020）年度調査 （回答者数 = 870）

平成26（2014）年度調査 （回答者数 = 823）
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【今後の方向性】 

市が取り組むこと 

地域の将来を担う子どもを地域全体で見守り、育てていくために、地域での子ども

を育てる活動の支援や環境づくりをすすめるとともに、子どもが安心して学び・遊ぶ

ことができる環境づくりにも取り組みます。 

○それぞれの地域で子どもを育てるための支援を継続します。 

○安全で安心して学校に通える環境づくりに取り組みます。 

○郷土の歴史や伝統、文化を後世に伝えるための環境整備、後継者育成を行います。 

○あいさつ運動や地域住民による子どもの見守り活動を啓発します。 

○子育てについて助け合いを行うファミリー･サポート･センターの充実に努めます。 

○子どもたちが遊ぶ場所を増やすことを検討します。 

 

住民一人ひとりが心掛けること、又は取り組むこと 

地域の子どもの成長を見守ってあげることが重要です。そのためにも、子どもに関

心の目を向けてみましょう。 

○家庭であいさつの大切さを子どもたちに教えましょう。 

○大人も子どももあいさつする習慣を身に付けましょう。 

○良いことをすれば褒めてあげましょう。悪いことをしていれば注意しましょう。 

○子どもたちの通学時の見守りなどに積極的に参加しましょう。 

 

地域全体で取り組むこと 

地域の子どもが地域に愛着を持ってもらえるよう、環境づくりに努めましょう。 

○地域の子どもは地域で育てていきましょう。 

○地域の子どもと大人がともに参加し、楽しめる行事を開催しましょう。 

○地域の子どもに、地域の歴史や文化、良い所を教えてあげましょう。 

○福祉に関するイカルスを利用してみましょう。 

○地域での学習活動を積極的に支援して、地域で子どもを育てる機運を高めましょ

う。 

○子育て支援関係者等の交流の機会を設けるなど、地域全体で子どもを育てる環境

をつくりましょう。 

○子どもの登下校時の見守りを充実しましょう。 
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（８）交通弱者の支援 

【課題】 

地域で暮らす住民は、加齢とともに行動の範囲は狭まり、移動に伴う困難は様々な

場面で起きやすくなります。また、身体に障害を抱える人においても、身近に公共交

通機関がない場合、生活に支障が生じることにつながります。 

アンケート調査結果では、道路や公共交通機関（鉄道、バスなど）の充実度につい

て、「そう思う」「どちらかといえばそう思う」が合わせて３割、「あまりそうは思わな

い」「まったく思わない」が合わせて約６割となっています。 

地域の実情に応じた、利用しやすい移動支援の取組が求められています。 

 

道路や公共交通機関（鉄道、バスなど）の充実度について【市民アンケート】 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「分からない」は、令和２（2020）年度調査で追加されたものです。 

  

そう思う どちらかといえばそう思う あまりそうは思わない

まったく思わない 分からない 無回答

回答者数 =

令和２(2020)
年度調査

870

平成26(2014)
年度調査

823

8.7

8.7

22.2

26.5

36.3

32.7

23.2

22.0

3.3 6.2

10.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【今後の方向性】 

市が取り組むこと 

地域で暮らすすべての人が、移動に伴う不都合が生じないよう、移動の支援や地域

が取り組む活動を支援します。 

○地域にあった効率的で利便性の高い移動サービスの確保に努めます。 

○地域が主体となって取り組む交通対策を支援する仕組みを検討します。 

 

住民一人ひとりが心掛けること、又は取り組むこと 

一人ひとりが協力し、同じ方向であれば乗り合わせるなど心掛けてみましょう。 

○近所に住む、移動に困難が伴う人を把握しましょう。 

○なるべく乗り合わせて行くよう心掛けてみましょう。 

 

地域全体で取り組むこと 

地域で公共交通の利用が困難な箇所について、対策を考えてみましょう。 

○地域で交通弱者に対する対策について考えてみましょう。 

○地域で移動に困難が伴う人を共有し、助け合いましょう。 

○高齢者などの車に乗れない人への対応として、近所で集まって買い物に行くこと

で、移動や買い物の手助けをしましょう。 
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基本目標３ 地域福祉の推進に取り組む団体の応援 

（１）岩国市社会福祉協議会の活動支援 

【課題】 

岩国市社会福祉協議会は、地域の住民やボランティア団体及び福祉員など、様々な

関係機関の参加・協力のもと、地域における社会福祉の向上と福祉活動を推進する、

中心的な役割を果たしています。 

アンケート調査結果では、岩国市社会福祉協議会の事業運営に必要な財源確保の取

組の認知度について、「赤い羽根共同募金」が８割半ばと最も高く、次いで「社協会員

制度（社協会費）」「善意銀行（寄付受付）」が２割半ばとなっています。また、社会福

祉協議会の福祉サービスや地域福祉活動の情報の入手方法について、「社協だより（本

部版・各支部版）」が５割と最も高く、次いで「情報を得る方法を知らない」が２割半

ばとなっており、平成 26（2014）年度調査と比較すると、「社協だより（本部版・

各支部版）」が増加しています。 

岩国市社会福祉協議会について様々な手段を用いた積極的な情報提供をさらに進め

るとともに、地域福祉活動を推進するため、市全体で活動を支援することが重要です。 

 

岩国市社会福祉協議会の事業運営に必要な 

財源確保の取組の認知度について【市民アンケート】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 870 ％

赤い羽根共同募金を知っている

社協会員制度（社協会費）を

知っている

善意銀行（寄付受付）を知って

いる

どれも知らない

無回答

86.7
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24.0
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4.3
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千円

会費収入

寄附金収入

共同募金配分金収入

12,057 

14,140 

14,712 

11,840 

11,807 

15,955 

11,473 

11,740 

13,650 

0 10,000 20,000 30,000

 

社会福祉協議会の福祉サービスや地域福祉活動の 

情報の入手方法について【市民アンケート】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

岩国市社会福祉協議会の民間財源収入の推移 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

平成29（2017）年度

平成30（2018）年度

令和元（2019）年度

％

社協だより（本部版・各支部版）

情報を得る方法を知らない

岩国市社会福祉協議会のホームページ

アイキャンデーター放送・社協コーナー（社

協のとびら）番組放送

その他

無回答
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令和２（2020）年度調査 （回答者数 = 870）

平成26（2014）年度調査 （回答者数 = 823）
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【今後の方向性】 

市が取り組むこと 

地域福祉活動において、重要な役割を果たす岩国市社会福祉協議会の活動を支援し、

情報提供を推進します。 

○岩国市社会福祉協議会の事業を支援することにより、社会福祉協議会の本来の目

的である地域福祉の推進を図ります。 

○社会福祉協議会の地域福祉活動について、住民への情報提供に努めます。 

 

住民一人ひとりが心掛けること、又は取り組むこと 

岩国市社会福祉協議会が取り組む活動に参加してみましょう。 

○地域における岩国市社会福祉協議会が果たす役割を理解しましょう。 

○岩国市社会福祉協議会の活動内容について理解しましょう。 

○岩国市社会福祉協議会会員に登録しましょう。 

○岩国市社会福祉協議会のボランティアセンターに登録してみましょう。 

○社会福祉協議会が実施する事業を理解し、地域福祉活動へ参加協力しましょう。 

○共同募金に協力しましょう。 

 

地域全体で取り組むこと 

岩国市社会福祉協議会が取り組む活動に地域全体で協力していきましょう。 

○地域福祉活動について、住民への情報提供に努め、積極的な参加を図りましょう。 

○岩国市社会福祉協議会と連携し、地域福祉の取組強化を図りましょう。 

○社会福祉協議会による地域福祉活動に地域住民と各種団体が連携して協力しま

しょう。 

○共同募金の協力について、周知を図りましょう。  
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（２）自治会等の地域福祉にかかわる団体の活動支援 

【課題】 

地域とのつながりの希薄化が進み、本市においても自治会加入率は減少傾向にあり

ます。自治会活動は、地域での助け合い・支え合いの基盤として重要な役割を果たす

ことから、一人ひとりが地域と関わり、より暮らしやすい地域づくりのため、自治会

活動の継続的な支援を行うことが必要です。加えて、老人クラブや地区社会福祉協議

会など、地域福祉に関わる様々な団体が一体となって地域における問題を解決できる

よう、活動支援を行うことが重要です。 

アンケート調査結果では、福祉制度の情報源について、「自治会の回覧など」が４割

となっています。また、地域の活動や行事が、地域でもっと活発に行われるようにし

ていくために大切なことについて、「地区社協・町内会・自治会・子ども会・老人クラ

ブや婦人会等の活動を活発にする」が１割半ばであり、平成 26（2014）年度と比較

して減少しています。 

今後も自治会などへの参加を啓発し、活動を支援することが必要です。 

 

福祉制度の情報源について【市民アンケート】 

 

 

 

 

 

 

※平成 26（2014）年度調査では項目がありませんでした。 

 

地域の活動や行事が、地域でもっと活発に行われるようにしていくために 

大切なことについて【市民アンケート】（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

自治会の回覧など 42.0

0 10 20 30 40 50

令和２（2020）年度調査 （回答者数 = 870）

％

地区社協・町内会・自治会・子ども会・老
人クラブや婦人会等の活動を活発にする

17.6

22.5

0 10 20 30 40 50 60

令和２（2020）年度調査 （回答者数 = 870）

平成26（2014）年度調査 （回答者数 = 823）
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【今後の方向性】 

市が取り組むこと 

市民の身近な地域活動団体である自治会などへの参加を促し、地域に根差した運営

や活動を支援することで、活動の促進を図ります。 

○転居者や転入者に対し、自治会加入促進のチラシを配布します。 

○広報紙などで自治会の加入について啓発を行います。 

○自治会運営や主体的な活動を応援します。 

 

住民一人ひとりが心掛けること、又は取り組むこと 

地域には、親睦を図る場として最適な自治会活動や、地域住民にとって最も身近な

生活圏域で福祉によるまちづくりに取り組む地区社会福祉協議会などの活動団体があ

ります。隣近所で誘い合うなど、住民一人ひとりが地域とのふれあいを大切にし、気

軽な気持ちで地域活動に参加してみましょう。 

○地区社会福祉協議会など地域福祉に取り組む団体の活動内容について知りましょう。 

○地区社会福祉協議会などの団体が取り組む地域福祉活動に積極的に参加しましょう。 

○地域で貢献できることを考え、行動しましょう。 

○自治会に加入し、自治会活動に参加してみましょう。 

○自治会活動に家族や隣近所の住民と誘い合ってみましょう。 

 

地域全体で取り組むこと 

自治会への加入促進について、地域全体で取り組んでいきましょう。また、自治会

活動が促進される方法について考えてみましょう。 

○積極的な広報活動により地域住民の参加を促進しましょう。 

○ひとりでは難しくても、地域として貢献できること考え、地域福祉に取り組む団

体の設立を考えてみましょう。 

○地区社会福祉協議会が未設置の地域では、設置を検討しましょう。 

○地域全体で地域住民への加入促進に取り組みましょう。 

○小規模・高齢化集落などで活動が難しい集落については、近くの集落と協力して

みましょう。 
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（３）民生委員・児童委員及び福祉員の活動支援 

【課題】 

社会状況の変化に伴い、地域が抱える課題も複雑化・多様化し、高齢者世帯をはじ

めとする多くの人が支援を必要としています。そのような人に対して、民生委員・児

童委員及び福祉員が地域の身近な相談相手となり、必要な支援につなげる等その役割

は高まっています。 

アンケート調査結果では、民生委員・児童委員の活動（役割）の認知度について、

「あまり知らない」「まったく知らない」が合わせて５割半ばとなっています。 

今後も、民生委員・児童委員、福祉員の活動の啓発や、活動の支援を継続すること

が必要です。 

 

民生委員・児童委員の活動（役割）の認知度について【市民アンケート】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

よく知っている ある程度知っている あまり知らない

まったく知らない 無回答

回答者数 =

令和２(2020)
年度調査

870

平成26(2014)
年度調査

823

9.1

9.1

33.2

29.8

36.6

35.7

18.6

21.6

2.5

3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【今後の方向性】 

市が取り組むこと 

住民一人ひとりに寄り添い、地域課題の解決に取り組む民生委員・児童委員及び福

祉員の活動の啓発に取り組むだけでなく、委員の質の向上や、より活動しやすい環境

づくりに努め、支援を推進します。 

○民生委員・児童委員及び福祉員の活動について、広報紙などを利用して啓発を行

います。 

○研修などにより、民生委員・児童委員及び福祉員のスキルアップを図ります。 

○民生委員・児童委員及び福祉員が働きやすい環境づくりについて、支援を行いま

す。 

 

住民一人ひとりが心掛けること、又は取り組むこと 

民生委員・児童委員及び福祉員がだれなのか把握しておきましょう。また、民生委

員・児童委員及び福祉員の仕事は、地域住民の協力によって負担が大きく変わります。

その取組を理解し、一人ひとりが協力していきましょう。 

○自分の地区の民生委員・児童委員及び福祉員を知っておきましょう。 

○民生委員・児童委員及び福祉員の取組について理解し、協力しましょう。 

○近所で困っている人を見かけたら、民生委員・児童委員につなげましょう。 

 

地域全体で取り組むこと 

民生委員・児童委員及び福祉員の取組を地域全体で支援していくことが求められま

す。地域全体で支援し、地域で働きやすい環境づくりに取り組みましょう。 

○民生委員・児童委員及び福祉員の取組について、地域全体で活動しやすい環境づ

くりに協力しましょう。 
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（４）ＮＰＯや市民活動団体の活動支援 

【課題】 

NPO や、ボランティア活動などに取り組む市民活動団体は、それぞれの地域課題に

応じて、専門性を活用し、地域特性や市民ニーズを柔軟に把握し、解決に向けた活動

やまちづくり活動を行っています。複雑化する市民ニーズに対して柔軟に対応できる

ことから、地域福祉においても重要性が高まってきています。 

アンケート調査結果では、ボランティア活動への参加意向について、「現在参加して

いる」が約１割となっています。また、「今後積極的に参加したい」「誘われたら参加

したい」「興味はあるが時間がない」が合わせて６割となっています。 

NPO や市民活動団体についての理解を深め、さらに活動しやすい環境づくりを進

め、支援することが重要です。 

 

ボランティア活動への参加意向について【市民アンケート】 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 =

　 870 9.9 3.1 24.8 35.5 16.8 9.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在参加している 今後積極的に参加したい

誘われたら参加したい 興味はあるが時間等がない

興味がない 無回答
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【今後の方向性】 

市が取り組むこと 

地域の様々な領域で活動する NPO や市民活動団体の活動の体制の整備と活動の充

実を図り、その活動を支援します。また、地域課題に対して、連携して対応すること

で解決に取り組みます。 

○市民活動を推進する組織体制を整備し、市民活動の充実を図ります。 

○NPO や市民活動団体の主体的な市民活動の支援を行います。 

○NPO や市民活動団体との協働を推進します。 

 

住民一人ひとりが心掛けること、又は取り組むこと 

NPO や市民活動団体について理解を深めてみましょう。その上で、地域で活動する

市民活動団体などの取組に参加してみましょう。 

○NPO や市民活動団体が発信する情報を把握してみましょう。 

○地域に対して、自分が力になれることを考えましょう。 

○市民活動講座に参加してみましょう。 

 

地域全体で取り組むこと 

地域福祉に取り組む NPO や市民活動団体の取組について理解を深め、協力してい

くことが求められます。 

○NPO や市民活動団体は、活動の内容を積極的に発信します。 

○NPO や市民活動団体の取組について、地域全体で協力して取り組みましょう。 

○NPO やボランティア団体の育成に努めましょう。 
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％

清掃などの環境美化活動

盆踊りや文化活動など

敬老会などの敬老行事

子ども会などの青少年育成活動

各種スポーツ大会、スポーツクラブの活

動

趣味などのサークルやクラブ活動

地域活動団体への参加（老人クラブ、婦

人会、消防団など）

ふれあい・いきいきサロンなど健康づくり

活動

街頭指導などの交通安全活動（防犯パト

ロールや子ども見守りを含む）

消火訓練などの防災活動や自主防災組

織への参加

高齢者や障害者などへの声かけ

健康づくり活動

花壇の管理や花いっぱい運動など

子育てなどのサークルやクラブ活動

高齢者や障害者などへの手助け

その他

参加していない

無回答

53.2

21.4

16.1

13.9

13.3

12.1

10.5

10.3

10.3

7.5

5.6

5.5

4.3

3.6

3.3

2.4

26.2

0.6

49.2

19.1

17.1

13.5

13.5

17.0

11.1

9.0

9.8

4.3

6.6

7.5

4.7

4.9

3.6

2.8

26.4

2.6

0 20 40 60 80 100

令和２（2020）年度調査 （回答者数 = 870）

平成26（2014）年度調査 （回答者数 = 823）

 

（５）サロンの活動支援 

【課題】 

ふれあい・いきいきサロンは、「仲間づくり」「出会いの場づくり」など、交流を促

進し新たな生きがいづくりの場にもなります。 

年齢を重ねるにつれライフスタイルは大きく変化するため、いつまでも生きがいを

持ちつつ、健康で自立した生活をいかにして送るかが重要です。 

アンケート調査結果では、参加したことがある地域活動について、「ふれあい・いき

いきサロンなど健康づくり活動」が 65 歳～74歳で１割、75 歳以上で２割となって

います。 

サロン活動がより気軽に参加しやすい場となるよう、利用の促進に取り組むととも

に、活動の支援を行うことが重要です。 

 

参加したことがある地域活動について【市民アンケート】 
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【年齢別「ふれあい・いきいきサロン など健康づくり活動」に参加した人】 

 

 

 

 

 

 

※括弧内は回答者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

65歳～74歳（221）

75歳以上（226）

10.4

23.5

0 10 20 30
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【今後の方向性】 

市が取り組むこと 

地域の「仲間づくり」や「出会いの場づくり」の場であるサロン活動を支援すると

ともに、高齢者の生涯学習活動の促進に取り組みます。また、地域の高齢者がいつま

でも生きがいを持ち、自立した生活を送ることができる環境づくりのため、支援制度

を充実し、地域での活動を促進します。 

○福祉に関するイカルスの利用を促進します。 

○サロン活動等を促進するための支援を行います。 

○ふれあい補償制度の充実を図ります。 

 

住民一人ひとりが心掛けること、又は取り組むこと 

地域の交流の場として、サロン活動に参加してみましょう。また、サロンではいろ

いろな企画が行われています。サロン活動を盛り上げるために、企画を提案してみま

しょう。 

○サロン活動に気軽に参加してみましょう。 

○サロン活動に隣近所の人を誘ってみましょう。 

○サロンを通じて生涯学習に取り組みましょう。 

○企画を提案してみましょう。 

 

地域全体で取り組むこと 

地域でサロン活動への参加の促進を図りましょう。また、サロンの担い手育成につ

いて、地域全体で考えていきましょう。 

○掲示板や回覧板などにより、サロン活動への参加を促進してみましょう。 

○サロンに気軽に参加しやすい雰囲気づくりに努めましょう。 

○サロンの担い手について、地域全体で考えてみましょう。 
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基本目標４ 地域福祉の課題の解決に向けた相談支援体制の強化 

（１）包括的な相談支援体制の推進 

【課題】 

高齢化や世帯の小規模化が進み、地域住民が抱える不安や悩み事は複雑化・多様化

しています。また、地域のつながりの希薄化も問題となり、助け合いにより解決して

きた問題が、地域から孤立してしまうことによって、支援を必要とする人に適切な支

援が届かないといった問題が起きています。 

アンケート調査結果では、近隣で困りごとなどを相談できる人の有無について、「家

族」が約８割と最も高く、次いで「友人・知人」が４割、「医療機関（主治医、看護師

など）」が１割となっています。一方で、「相談する人はいない」が 6.1％となってお

り、相談できずに抱え込んでしまう人が一定数いることがうかがえます。 

支援が必要な人に適切な支援が届くよう、包括的な相談支援体制を整備するととも

に、関係機関・地域団体が連携して課題の解決に取り組むことが必要です。 

 

近隣で困りごとなどを相談できる人の有無について【市民アンケート】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 870 ％

家族

友人・知人

医療機関（主治医、看護師など）

近所の人

職場の同僚・上司

ケアマネジャー

地域の自治会などのメンバー

地域包括支援センター

民生委員・児童委員

社会福祉協議会

学校

福祉員

幼稚園、保育園など

相談する人がいない

その他

無回答

78.0

43.1

12.3

11.5

10.9

6.1

3.4

2.9

2.4

2.2

2.0

1.4

0.9

6.1

4.4

0.9

0 20 40 60 80 100
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【今後の方向性】 

市が取り組むこと 

地域や住民が抱える複合的な課題の解決のため、相談窓口を周知するとともに、身

近な地域での相談支援体制を整備し、関係機関との連携を強化します。アウトリーチ

も含めた支援により、包括的な相談支援体制を整備します。相談員の資質の向上にも

努め、相談支援体制の強化に取り組みます。 

○相談機関や地域の相談窓口の周知を図ります。 

○市民が身近なところで相談できる体制の整備を図ります。 

○複雑化した問題に対して、高齢、障がい、子ども、生活困窮等の関係部署が協議

を行い課題の解決に繋げます。 

○相談に適切に対応するための職員の資質向上に努めます。 

○窓口で相談を受けるとともに、必要な場合は家庭を訪問し、相談･支援を行います。 

 

住民一人ひとりが心掛けること、又は取り組むこと 

困ったときに一人で悩まないことが重要です。日ごろから相談できる窓口や相談で

きる人を確認しておきましょう。 

○専門的な相談窓口を確認しておきましょう。 

○地域で相談できる人を見つけておきましょう。 

○身近な人が悩みを抱えていれば、相談窓口につなげましょう。 

○「福祉の支援を受けたい。」「福祉の制度の事を知りたい。」「新しい福祉の課題や

解決策について相談したい。」など、困ったときや情報が欲しい時は進んで相談窓

口を活用しましょう。 

 

地域全体で取り組むこと 

地域住民が相談しやすいよう相談窓口の周知を図ることや、相談体制の環境整備に

取り組みましょう。 

○民生委員・児童委員、福祉員など地域で相談できる窓口の周知を図りましょう。 

○福祉のことで相談したいけれど、どこに相談すればいいのかわからない人に相談

窓口を教え合う等、福祉に関する情報を共有しましょう。 

○地域住民の相談に対して、地域全体で取り組むための推進体制を整備しましょう。 

○地域の団体やグループに属することで情報を得やすくしましょう。 
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（２）様々な悩みや生活上の困難を抱える人への支援 

【課題】 

生活形態が多様化し、経済的困窮やひきこもり等、何らかの支援が必要にもかかわら

ず福祉サービスを受けていない、という制度の狭間の課題が表面化しています。地域で

の解決が難しい問題に対しては、公的な支援とともに自立を助けることが必要です。 

アンケート調査結果では、近隣で困りごとなどを相談できる人がいない割合は、

6.1％となっています。また、地域の方にひきこもり状態の人がいると回答した割合が

各年代で１％前後となっています。 

制度の狭間にいる人だけでなく、高齢者、障害者、子どもなど、地域で支援を必要

としている人の抱える課題は複合的で複雑なものとなっています。だれもが安心して

地域で暮らせるよう、支援が必要な人に対し、それぞれの状況に応じて適切な支援が

行き届くよう、きめ細かなサービスの提供や充実とともに、地域で助け合い、支え合

うことができる体制の整備が必要です。 

 

近隣で困りごとなどを相談できる人の有無について【市民アンケート】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「その他」は相談する人がいるに含みます。 

 

地域の方にひきこもり状態の人がいるか【民生委員・児童委員アンケート】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

いる　10代まで

いる　20代～30代

いる　40代～50代

いる　60代以上

いない・知らない

無回答

1.5

6.9

9.0

5.1

76.6

4.8

0 20 40 60 80 100

（回答者数 ＝ 870）

相談する人がいる

93.0%

相談する人がいない

6.1%

無回答

0.9%
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【今後の方向性】 

市が取り組むこと 

制度の狭間の課題により支援を受けていない人に対し、その人の実情に寄り添った、

適切な支援を図り、地域のだれもが安心・安全に暮らせる社会を目指します。また、

他機関の専門職や庁内での連携により、複数の分野や様々な領域で困難を抱えた人に

アクセスできる仕組みを構築します。 

○生活困窮者の生活課題の解決に向けて、本人の状況に応じた支援を行います。 

○ひきこもり中の人に対し本人の状況に応じた支援を行えるよう検討します。 

○犯罪や非行をした人たちの社会復帰を図り、安全で安心して暮らせる社会の実現

を目指します。 

○自殺対策への包括的な支援を推進します。 

○再犯防止に関わる様々な活動を推進します。 

 

住民一人ひとりが心掛けること、又は取り組むこと 

支援を必要としている人の気持ちに寄り添いましょう。 

○地域では様々な悩みを抱えた人がいるということを理解しましょう。 

○地域で支援を必要としている人への声かけ、見守りを行いましょう。 

○地域で支援を必要としている人を、相談窓口につなげましょう。 

○身近な相談窓口などの情報を教え合いましょう。 

 

地域全体で取り組むこと 

支援を必要としている人を、地域全体で見守り、適切な支援へとつなげましょう。 

○地域にいる様々な悩みを抱えた人への理解を深める行事を開催しましょう。 

○民生委員・児童委員をはじめ、地域で相談支援活動を行っている人を周知しましょ

う。 

○地域で支援を必要としている人を、民生委員など適切な相談者などへつなげま

しょう。 

○地域で支援を必要としている人に、地域での情報提供や相談支援を充実しましょ

う。 

○再犯防止に関して、地域での理解を促進しましょう。 
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（３）福祉に関する情報発信の充実 

【課題】 

情報化社会が進行し、ＩＣＴ（情報通信技術）の発展により、新しい情報を様々な

手段で手軽に入手できるようになりました。 

アンケート調査結果では、福祉制度の情報源について、「広報いわくに」が６割半ば

と最も高く、次いで「自治会の回覧など」が４割、「新聞・広告や地域の情報誌」が２

割半ば、「インターネット」が１割程度となっています。 

地域に住むすべての人に、福祉に関するわかりやすい情報が届くよう、多様な手段

を活用した情報提供を進めるとともに、福祉に関わる人にも適切な情報提供を心がけ

ることが必要です。 

 

福祉制度の情報源について【市民アンケート】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

広報いわくに

自治会の回覧など

新聞・広告や地域の情報誌

市からのお知らせ（チラシ・パン

フレット）

テレビ・ラジオ

岩国市のホームページ

家族、友人、知人など

インターネット

アイキャンデータ放送・岩国市

市政番組「かけはし」

岩国市市民メール

福祉関係事業所の職員

民生委員・児童委員・福祉員

岩国市ニュースアプリ

サークルやクラブなど

その他

ほとんど得る機会がない

無回答

66.1

42.0

25.2

23.7

22.8

18.2

17.8

10.9

10.6

6.0

5.6

5.4

2.3

1.8

1.6

8.7

2.1

68.0

－

26.0

37.2

26.4

－

18.1

10.3

－

－

6.2

7.9

－

3.2

1.5

9.6

2.6

0 20 40 60 80 100

令和２（2020）年度調査 （回答者数 = 870）

平成26（2014）年度調査 （回答者数 = 823）

※「岩国市のホームページ」「岩

国市市民メール」「岩国市

ニュースアプリ」「アイキャン

データ放送・岩国市市政番組

「かけはし」」「自治会の回覧な

ど」は、令和２（2020）年度調

査で追加されたものです。 
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【今後の方向性】 

市が取り組むこと 

市民のニーズを的確に把握し、様々な情報媒体を用いて、より充実した情報を素早

く提供するとともに、情報提供についての周知を図ります。また、福祉の担い手に対

しても適切な情報提供を行うとともに、福祉サービスの利用のしやすさにも配慮した、

情報発信の充実を行います。 

○幅広い情報収集に努め、迅速に必要な情報提供を行います。 

○社会福祉制度の情報を「広報いわくに」や地域の回覧板、市ホームページや市政

番組など様々な媒体を活用して発信し、より一層の充実に努めます。 

○福祉の総合情報サイトとして「ふれあい e タウンいわくに」のホームページの普

及強化を図ります。 

○民生委員・児童委員への適切な情報提供を行い、福祉サービス全般の知識の向上

を図るための研修を継続して実施します。 

○福祉サービスなどの支援が必要な人やその家族に対し、わかりやすく公的支援制

度（サービス内容）を説明するための工夫をしていきます。 

 

住民一人ひとりが心掛けること、又は取り組むこと 

地域の情報や社会福祉に関する情報を日ごろから確認しておきましょう。 

○掲示板や回覧板、広報紙などに目を通し、情報の把握に努め、身近な人と共有し

ましょう。 

○本市ホームページや、岩国市社会福祉協議会などのホームページを活用してみま

しょう。 

○知りたいことや必要なことは何でも地域や行政機関に聞くようにし、積極的に情

報をつかむようにしましょう。 

 

地域全体で取り組むこと 

地域の情報を積極的に発信して、地域の情報の周知を図りましょう。 

○掲示板や回覧板を活用してみましょう。 

○民生委員・児童委員を通して、福祉サービスの情報の周知を図りましょう。 

○福祉サービスの制度や情報を地域の中で理解、共有できるよう、出前講座等を活

用するなどを市に働きかけましょう。 
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（４）地域の情報の共有 

【課題】 

住民一人ひとりに応じて適切な福祉サービスを提供し、地域で支援していくために

は、関係機関はもちろん関係団体や地域住民との情報共有が不可欠です。しかし、個

人情報の取扱いは厳しく、収集・共有が難しくなっています。 

アンケート調査結果では、あればいいと思う地域での手助けについて、「福祉情報の

提供や相談相手」が約３割となっています。また、市の健康福祉施策として、重要な

取組だと思うものについて、「保健や福祉に関する情報提供を充実させる」が３割半ば

となっています。 

地域福祉における情報共有のあり方を検討し、地域福祉を推進するために活用して

いくことが重要です。 

 

あればいいと思う地域での手助けについて【市民アンケート】（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市の健康福祉施策として、重要な取組だと思うものについて 

【市民アンケート】（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

保健や福祉に関する情報提供を充実さ
せる

36.7

40.1

0 10 20 30 40 50

％

福祉情報の提供や困り事の相談相手

27.7

27.7

0 10 20 30 40 50

令和２（2020）年度調査 （回答者数 = 870）

平成26（2014）年度調査 （回答者数 = 823）

令和２（2020）年度調査 （回答者数 = 870）

平成26（2014）年度調査 （回答者数 = 823）
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【今後の方向性】 

市が取り組むこと 

一人ひとりに応じて、地域全体で適切な支援を行うため、地域の団体と連携し、情

報共有の必要性を啓発するとともに、関係機関とも連携を図り、情報の共有化を推進

します。 

○地域の団体と連携して、情報を共有していくことの必要性について啓発に取り組

みます。 

○個人情報に関する法律を遵守しながら地域で必要な情報について共有していくた

め、関係機関との情報の共有化を図ります。 

 

 

住民一人ひとりが心掛けること、又は取り組むこと 

地域福祉が進むためには、公益となる必要な情報の共有について理解していくこと

が必要です。住民一人ひとりが、地域で必要な情報を共有することの必要性について

理解を深めましょう。 

○地域の身近な人と、福祉に関する情報を共有しましょう。 

○地域で必要な情報を共有することについて、理解に努め、協力しましょう。 

 

 

地域全体で取り組むこと 

地域福祉を円滑に進めるため、プライバシーには配慮しつつも、必要な情報につい

て共有していきましょう。 

○地域住民に対し、必要な情報を共有することについて趣旨と必要性を説明し、理

解に努めましょう。 

○会合などで地域の公益につながる情報は積極的に提供し、情報の共有に努めま

しょう。 

○福祉関係団体の交流会を積極的に開催し、より密な連携を図れるよう、情報交換

と理解を深めましょう。 

○福祉サービスの制度や情報を地域の中で理解、共有できるよう、出前講座等を活

用するなどを市に働きかけましょう。 
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基本目標５ 安全・安心に暮らせる環境づくり 

（１）災害時要援護者の支援体制 

【課題】 

異常気象による被害が頻発する中、災害・防災への関心は高まってきています。 

地域には高齢や障害等の理由により、災害時に支援を必要とする人がいます。地域

のつながりの希薄化が進み、災害時における支援体制の整備がさらに重要性を増して

います。 

アンケート調査結果では、あればいいと思う地域での手助けについて、「災害時や避

難時の手助け」が４割半ばと、平成 26（2014）年度と比較して約１割増加していま

す。 

また、市の健康福祉施策として、重要な取組だと思うものについて、「緊急時や災害

時に地域の中で助け合う仕組みをつくる」が約４割となっていることから、防災活動

や災害時の支援体制を整備し、地域での防災の取組についても支援することが必要で

す。 

 

あればいいと思う地域での手助けについて【市民アンケート】（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

市の健康福祉施策として、重要な取組だと思うものについて 

【市民アンケート】（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

緊急時や災害時に地域の中で助け合う
仕組みをつくる

38.0

42.6

0 10 20 30 40 50

％

災害時や避難時の手助け

46.0

37.8

0 10 20 30 40 50

令和２（2020）年度調査 （回答者数 = 870）

平成26（2014）年度調査 （回答者数 = 823）

令和２（2020）年度調査 （回答者数 = 870）

平成26（2014）年度調査 （回答者数 = 823）
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【今後の方向性】 

市が取り組むこと 

非常時において、地域で支援を必要とする人への支援体制の整備として、地域での

防災活動を支援し、災害時要援護者についても周知を図ります。また、非常事態にお

ける情報提供についても普及を図ります。さらに、関係機関と連携した災害の避難体

制についても充実を図ります。 

○災害時要援護者の避難体制を整備します。 

○災害時要援護者の登録を進めていきます。 

○「岩国市市民メール」・「岩国市民ニュースアプリ」の登録者数を増やします。 

○自主防災組織の活動を支援します。 

○関係機関と連携して、段階的に福祉避難所等の施設の充実及び活用を図ります。 
 

住民一人ひとりが心掛けること、又は取り組むこと 

一人ひとりが災害に対する意識を高めていくことが重要です。そのためにも、日ご

ろから災害に対する事前準備をしておきましょう。 

○災害時に自分がすべきことについて日ごろから意識し、できることに取り組みま

しょう。 

○災害時に自分の命や財産は自分自身で守るということを自覚しましょう。 

○隣近所で援護が必要な人について、日ごろから把握しましょう。 

○避難時に特別な配慮が必要な人は、事前に地域の人に伝えておきましょう。 

○平常時においても、支援を必要とする高齢者や障害者などに対する「見守り」や

「声かけ」に努めましょう。 

○災害時要援護者の登録対象者は、趣旨を理解のうえ登録しましょう。 

○「岩国市防災メール」・「岩国市民ニュースアプリ」に事前に登録し、身近な人に

も勧めましょう。 

○地域で取り組む防災訓練などに積極的に参加し、災害時の避難場所や丈夫な建物

なども日頃から把握しておきましょう。 

 

地域全体で取り組むこと 

地域で災害に対する避難支援体制などを整備しておきましょう。 

○緊急時連絡網を作成しましょう。 

○日頃から見守りや声かけをしましょう。 

○一人暮らしの高齢者をはじめとした災害時要援護者がどこにいるかを日頃から把

握しておきましょう。 

○地域で定期的に防災訓練などを実施しましょう。 

○自分の地域の実情に合った防災マップをつくりましょう。 
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（２）多様な福祉サービスの確保・質の向上 

【課題】 

市では介護サービスや障害者を対象としたサービス等、様々な福祉サービスを提供

しています。市内における要支援及び要介護認定者数や障害者手帳所持者数は増加傾

向にあり、これまで以上に福祉サービスのニーズの高まりが予想されます。 

アンケート調査結果では、市の健康福祉施策として、重要な取組だと思うものにつ

いて、「サービスを提供する事業所を増やす（高齢者、障害者、子育て、介護）」が２

割半ばとなっています。 

また、福祉施設や福祉サービスの充実度について、「そう思う」「どちらかといえば

そう思う」が合わせて約４割、「あまりそうは思わない」「まったく思わない」が合わ

せて３割半ばとなっており、平成 26（2014）年度と比較して「どちらかといえばそ

う思う」が１割増加、「あまりそうは思わない」が約２割減少しています。 

市民の福祉サービスへの満足度は高まりつつありますが、多様化する福祉ニーズに

対応するため、福祉サービスのより一層の充実を図る必要があります。 

 

 

市の健康福祉施策として、重要な取組だと思うものについて 

【市民アンケート】（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

福祉施設や福祉サービスの充実度について【市民アンケート】 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「分からない」は、令和２（2020）年度調査で追加されたものです。 

  

そう思う どちらかといえばそう思う あまりそうは思わない

まったく思わない 分からない 無回答

回答者数 =

令和２(2020)
年度調査

870

平成26(2014)
年度調査

823

7.9

3.3

31.3

26.2

29.7

49.0

5.9

8.9

17.2 8.0

12.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

％

サービスを提供する事業所を増やす（高
齢者、障害者、子育て、介護）

26.3

27.2

0 10 20 30 40 50

令和２（2020）年度調査 （回答者数 = 870）

平成26（2014）年度調査 （回答者数 = 823）
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【今後の方向性】 

市が取り組むこと 

多様化する市民の福祉ニーズに対応するため、多様な福祉サービスの充実と質の向

上を図り、地域における様々な人が共に生きる環境の整備に取り組みます。 

○在宅生活を支援するサービスの量的・質的な充実に努めます。 

○就労継続支援事業所等での共生の場整備の好事例について、周知に努めます。 

 

住民一人ひとりが心掛けること、又は取り組むこと 

福祉サービスについて知り、必要であれば利用してみましょう。 

○福祉サービスに関する情報を確認し、自分にあった福祉サービスを選択しましょ

う。 

○福祉サービスのニーズを、サービス事業所や市に伝えましょう。 

○福祉サービスの担い手として活動へ参加しましょう。 

 

 

地域全体で取り組むこと 

福祉サービスについて地域住民で共有しましょう。 

○福祉サービス利用者のニーズについて、サービス事業所や市などへ情報提供しま

しょう。 

○福祉サービスの内容や提供事業者に関する情報などを地域住民で共有できるよう

な場づくりを進めましょう。 
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（３）ユニバーサルデザインやバリアフリーに配慮したまちづくり 

【課題】 

地域では、子どもから高齢者、男性・女性、障害者、妊産婦等、様々な人が生活し

ており、だれもが安心して生活できるまちづくりが重要です。はじめから障壁（バリ

ア）が存在せず、すべての人にとって利用しやすいデザイン、というユニバーサルデ

ザインの概念に基づいた施設や製品を、生活の中で頻繁にみることができます。 

また、バリアフリーとは日常生活において支障となる障壁（バリア）を取り除くと

いう考え方に基づいており、点字ブロックやスロープ、ノンステップバスなどが挙げ

られます。 

アンケート調査結果では、市の健康福祉施策として、重要な取組だと思うものにつ

いて、「公共の場のバリアフリー化を進める」が２割半ば、また、岩国市社会福祉協議

会に取り組んで欲しい、また力を入れて欲しい活動について、「バリアフリーのまちづ

くり推進」が約２割となっています。 

市でもユニバーサルデザイン、バリアフリー化の取組を進めていきます。 

 

 

市の健康福祉施策として、重要な取組だと思うものについて 

【市民アンケート】（複数回答可） 

 

 

  

 

 

 

 

 

岩国市社会福祉協議会に取り組んで欲しい、また力を入れて欲しい 

活動について【市民アンケート】（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

  

％

バリアフリーのまちづくり推進

17.5

16.0

0 10 20 30 40 50

％

公共の場のバリアフリー化を進める（高
齢者、障害者及び乳幼児の生活に不便
な障害物の除去、階段に併設したスロー
プやスペースの広いトイレの設置、視覚
障害者向けの点字の設置など）

26.0

28.1

0 10 20 30 40 50

令和２（2020）年度調査 （回答者数 = 870）

平成26（2014）年度調査 （回答者数 = 823）

令和２（2020）年度調査 （回答者数 = 870）

平成26（2014）年度調査 （回答者数 = 823）
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【今後の方向性】 

市が取り組むこと 

地域で暮らすすべての人が不自由なく、自立して生活できるよう地域のバリアフ

リー化を推進し、相互理解を深めるためにこころのバリアフリーについての取り組み

を推進します。 

○公共施設や道路などにおいて、点字ブロックや段差解消などの整備を行います。  

○民間施設の指導、啓発を行います。  

○障害のある人の地域生活が円滑に進むよう、市民の障害に対する正しい理解を促

進します。 

 

住民一人ひとりが心掛けること、又は取り組むこと 

ユニバーサルデザインやバリアフリーに対する理解を深め、日常生活において配慮

してみましょう。また、こころのバリアフリーを心掛けましょう。 

○バリアフリーやユニバーサルデザインについて、理解を深めましょう。 

○ユニバーサルデザインやバリアフリーに関する研修会などに参加してみましょう。 

○日常生活においても、ユニバーサルデザインやバリアフリーを反映してみましょ

う。 

○こころのバリアフリーを意識し、困っている人がいたら手伝ってあげるなど、人

を思いやる気持ちを持ちましょう。 

○地域での不便な箇所などについて、身近な人と情報を共有しましょう。 

 

地域全体で取り組むこと 

地域内でユニバーサルデザインやバリアフリーが必要な箇所について検証し、地域

のまちづくりに反映していきましょう。また、地域全体でこころのバリアフリーの促

進に努めましょう。 

○バリアフリー、ユニバーサルデザインについて、地域で話し合いましょう。 

○地域で不便な箇所などについて把握し、検証してみましょう。 

○改善が必要な箇所について、関係機関に連絡していきましょう。 

○地域全体で、こころのバリアフリーを心掛けましょう。 
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（４）権利擁護事業、成年後見制度の普及促進 

【課題】 

市内には多くの高齢者や障害のある人が生活されており、今後も日常生活の援助、

財産管理、福祉サービスの利用援助など、権利擁護に関する支援や相談が増加してい

くことが想定されます。 

しかし、アンケート調査結果では、成年後見制度の認知度について、「聞いたことは

あるが、内容までは知らない」の割合が約４割、「聞いたことがない」が１割未満となっ

ています。また、民生委員・児童委員アンケート調査結果では、成年後見制度の利用

促進に向けての課題について、「制度に関する十分な知識がない」が７割と最も高く、

次いで「利用について誰に相談して良いか分からない」が４割半ば、「家族や親族がい

ないため手続き（申し立て）を行うことが難しい」が 4 割となっています。 

今後はさらに、権利擁護に関する制度の周知を図るともに、制度の利用の際に、わ

かりやすい情報提供を心掛け、制度の利用促進に取り組む必要があります。 

 

成年後見制度の認知度について【市民アンケート】 

 

 

 

 

 

 

 

 

成年後見制度の利用促進に向けての課題について【民生委員・児童委員アンケート】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

制度の内容を知っている

聞いたことはあるが、内容までは知らない

聞いたことがない

無回答

回答者数 =

　 334 53.3 40.7 4.5 1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 = 334 ％

制度に関する十分な知識がない

利用について誰に相談して良いか分からな
い

家族や親族がいないため手続き（申し立
て）を行うことが難しい

本人や家族、親族等の理解が得られない

適当な後見人候補が見つからない

申立費用や後見報酬などの費用がかかる

その他

無回答

67.4

45.8

39.5

35.3

35.3

27.8

3.9

4.5

0 20 40 60 80 100
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【今後の方向性】 

市が取り組むこと 

一人ひとりの尊厳が保たれ、その人らしく生きられるよう、成年後見制度をはじめ

とした福祉制度の普及啓発を図り、社会的に弱い立場におかれた人の権利を守るため

の取組を推進します。 

○広報紙や相談支援の場などで、制度の普及啓発を図ります。 

○様々な機会を捉え、各種福祉制度や人権に係わる周知を図っていきます。 

○高齢者、障害者及び児童の虐待防止に向けた取組を強化します。 

○親族からの成年後見申立ての支援や、申立てする親族がいない場合などの市長申

立てを行います。 

 

住民一人ひとりが心掛けること、又は取り組むこと 

地域福祉権利擁護事業や成年後見制度は、将来的にその必要性が高まるものと予測

されます。制度内容について理解を深めましょう。 

○本市や岩国市社会福祉協議会のホームページなどを通じて、制度内容の理解を深

めましょう。 

○認知症高齢者や弱い立場にある人に対する虐待等、人権に係わる問題を正しく理

解し、行動できるよう努めましょう。 

○身近に権利擁護に関する支援を受けられず困っている人がいれば、相談機関につ

なげましょう。 

 

地域全体で取り組むこと 

地域の高齢者などが集まる際に、制度について情報提供に取り組みましょう。 

○サロンなど高齢者が集まる場所で、制度について情報を提供してみましょう。 

○制度利用が必要と思われる人について、行政機関に連絡しましょう。 

○人権に関する地域での学習の場を充実しましょう。 

○地域で高齢者や障害のある人を温かく見守り、異変に気づいたら市役所等に相談

しましょう。 

○認知症高齢者など、判断能力の低下に伴う支援が必要な人を早期発見し、

支援につなげましょう。 
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